
宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金交付要綱 
 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の要綱は、 地震発生時におけるブロッ ク 塀等の倒壊によ る被害を 未然に防止すると

と も に、 ガーデンシティ う べ構想の基本理念に沿っ た生け垣による緑化及び良好な住環境づ

く り を 促進するため、 生け垣設置を 伴う ブロッ ク 塀等の撤去、 又は倒壊の危険性の高いブロ

ッ ク 塀等の撤去を 行う 者に対し 、 予算の範囲内でその費用の一部について補助金を交付する

こ と に関し 、 必要な事項を定めるも のと する。  

 

（ 用語の定義）  

第２ 条 こ の要綱における用語の意義については、 それぞれ当該各号に定めると こ ろ による。  

（ １ ） ブロッ ク 塀等 

 補強コ ン ク リ ート ブロ ッ ク 造又は組積造の塀（ 門、 フ ェ ンスその他こ れら に類する も の

を除く 。） を いう 。  

（ ２ ） 補強コ ンク リ ート ブロッ ク 造の塀 

 コ ンク リ ート ブロッ ク に鉄筋が入っ た塀を いう 。  

（ ３ ） 組積造の塀 

 石やれんが等で積み上げてつく ら れた塀を いう 。  

（ ４ ） 生け垣 

  別表１ に掲げる宇部市が推奨する生け垣（ 以下「 推奨生け垣」 と いう 。） を いう 。  

（ ５ ） 危険性のあるブロッ ク 塀等 

  別表２ に掲げるブロッ ク 塀等をいう 。  

（ ６ ） 危険性の高いブロッ ク 塀等 

  危険性のあるブロッ ク 塀等のう ち 、 別表２ の（ １ ） 又は（ ５ ） に適合し ないブロッ ク 塀

等をいう 。  

（ ７ ） 地盤面 

  ブロッ ク 塀等が周囲の地面と 接する位置の水平面と し 、 ２ 以上ある場合は、 高いほう の

水平面と する。  

（ ８ ） 道路等 

道路法（ 昭和 27 年法律第 180 号） による道路又はその他市長が認めるも のをいう 。  

 

（ 補助対象者）  

第３ 条 補助金の交付の対象と なる者は、 市内に存するブロッ ク 塀等の所有者で、 次の各号の

すべてに該当する者と する。  

（ １ ） 市税を 滞納し ていない者 

（ ２ ） 他の法令等の規定により 、 補助または補償を 受けていないも の 

（ ３ ） 過去に本要綱の補助を受けていないも の 

２  前項の規定にかかわら ず、 次に掲げる者は、 補助金の交付対象と し ないも のと する。  

（ １ ） 敷地内の建物等の売却を 目的と し たブロッ ク 塀等の撤去等を 行う も の。  

（ ２ ） 補助対象者が暴力団員（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年

法律第７ ７ 号。 以下「 暴力団対策法」 と いう ） 第２ 条第６ 号に規定する暴力団員をい

う 。） である者、 又は暴力団（ 暴力団対策法第２ 条第２ 号に規定する暴力団を いう 。）

及び暴力団員と 密接な関係を有する者。  

 

 



（ 補助対象事業）  

第４ 条 補助金の交付の対象と なる事業（ 以下「 補助対象事業」 と いう 。） は、 市内に存する道

路等に面し たブロッ ク 塀等について、 次の各号に掲げる対象事業の区分に応じ 、 当該各号に

定める基準を 満たすも のと する。  

（ １ ） 生け垣設置を 伴う ブロッ ク 塀等撤去事業 

  危険性のあるブロッ ク 塀等で、高さ が地盤面から ０ ．８ ｍを 超えるも のの全部を撤去し 、

推奨生け垣を 設置するも のであるこ と 。  

（ ２ ） 倒壊の危険性の高いブロッ ク 塀等撤去事業 

  危険性の高いブロッ ク 塀等で、 高さ が地盤面から ０ ． ８ ｍを 超えるも のの全部を 撤去す

るも のであるこ と 。  

２  前項の各号に掲げる補助対象事業は、 併用でき ないも のと する。  

 

（ 補助金の額等）  

第５ 条 補助金の交付の対象と なる経費は、 前条に掲げる補助対象事業に要する経費（ 消費税

を 除いた額） と し 、 補助金の額は次に定めると おり と する。  

（ １ ） 生け垣設置を 伴う ブロッ ク 塀等撤去事業 

  ア． 危険性のあるブロッ ク 塀等の撤去 

    撤去に要する費用の３ 分の２ 以内又は撤去するブロ ッ ク 塀等の延長に１ メ ート ル当

たり ２ 万円を 乗じ た額のいずれか少ない額と し 、 １ 件あたり １ ０ 万円を 限度と する。  

  イ ． 生け垣の設置 

    設置に要する費用の３ 分の２ 以内又は設置する生け垣の延長に１ メ ート ル当たり ２

万円を乗じ た額のいずれか少ない額と し 、 １ 件あたり ５ 万円を限度と する。  

（ ２ ） 倒壊の危険性の高いブロッ ク 塀等撤去事業 

   撤去に要する費用の３ 分の２ 以内又は撤去するブロッ ク 塀等の延長に１ メ ート ル当た

り ２ 万円を 乗じ た額のいずれか少ない額と し 、 １ 件あたり １ ０ 万円を 限度と する。  

２  前項の規定により 計算さ れた補助金の額に千円未満の端数があると き は、 こ れを切り 捨て

るも のと する。  

 

（ 交付の申請等）  

第６ 条 補助金の交付を受けよう と する者（ 以下「 申請者」 と いう 。） は、 補助対象事業に着手

する前に宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金交付申請書（ 様式第 1 号） に次に揚げる書

類を添えて、 市長に提出し なければなら ない。  

（ １ ） 附近見取図 

（ ２ ） 配置図、 立面図、 断面図（ 延長・ 敷地内外の地盤から の高さ ・ 厚さ ・ 撤去範囲が記入さ

れたも の）  

（ ３ ） 撤去工事前の写真（ 計測器を用いて延長・ 敷地内外の地盤から の高さ ・ 厚さ が確認でき

るも の、 傾き やひび割れが確認でき るも の）  

（ ４ ） 工事見積書の写し （ 施工業者が作成し た明細がわかるも の）  

（ ５ ） 市税の滞納がないこ と がわかる書類（ 市税の滞納がないこ と の証明書、 納税証明書等）  

（ ６ ） その他市長が必要と 認める書類 

２  市長は、 前項の申請があっ たと き は、 その内容を 審査のう え、 適当と 認めると き は、 補助

金の交付を 決定し 、 宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金交付決定通知書( 様式第 2 号) に

より 申請者（ 以下「 補助対象者」 と いう 。） に通知するも のと する。  

 

（ 事業の内容の変更）  

第７ 条 補助対象者は、 補助金の交付決定を 受けた後、 補助金の額の変更が生じ る事業の内容



を 変更し よう と すると き は、 宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金交付変更申請書（ 様式

第 3 号） に次に揚げる書類を 添えて、 市長に提出し なければなら ない。  

（ １ ） 変更後の配置図、 立面図、 断面図（ 延長・ 敷地内外の地盤から の高さ ・ 厚さ ・ 撤去範囲

が記入さ れたも の）  

（ ２ ） 変更後の工事見積書の写し （ 施工業者が作成し た明細がわかるも の）  

（ ３ ） その他市長が必要と 認める書類 

２  市長は前項の申請があっ たと き は、 補助金の交付額の変更を し 、 宇部市ブロッ ク 塀等安全

対策事業補助金変更決定通知書（ 様式第 4 号) により 補助対象者に通知するも のと する。  

 

（ 事業の着手）  

第８ 条 補助対象事業の着手は、 第６ 条第２ 項による補助金交付決定通知書受領後に行わなけ

ればなら ない。  

 

（ 事業の中止）  

第９ 条 補助対象者は、補助金交付決定後において、補助対象事業を中止し よう と すると き は、

補助対象事業中止届出書（ 様式第 5 号） を 市長に提出し なければなら ない。  

 

（ 事業の完了報告等）  

第 10 条 補助対象者は、補助対象事業が完了し たと き は、完了の日から 起算し て３ ０ 日を 経過

し た日、 又は補助金の交付決定のあっ た年度の３ 月１ ０ 日（ 当該日が土日祝日の場合は、 そ

の直前の平日） のいずれか早い日までに、 宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業完了報告書（ 様

式第 6 号） に次に揚げる書類を 添えて、 市長に提出し なければなら ない。  

（ １ ） 工事に要し た費用の領収書の写し （ 工事見積書と 同一施工業者、 同一金額であるも の）  

（ ２ ） 写真（ ブロッ ク 塀等の撤去後、 生け垣設置後の完了写真）  

（ ３ ） その他市長が必要と 認める書類 

２  市長は、 第１ 項の報告があっ たと き は、 その内容を 審査のう え、 適当と 認めると き は、 補

助金の交付額を確定し 、 宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金確定通知書（ 様式第 7 号）

により 、 補助対象者に通知するも のと する。  

３  市長は、 補助金の額を 確定するため、 必要に応じ て補助対象者、 施工業者、 その他の関係

者に報告を 求め、 または実地調査を 行う こ と ができ る。  

 

（ 補助金の交付等）  

第 11 条 補助対象者は、補助金確定の通知を受けたと き は、速やかに宇部市ブロッ ク 塀等安全

対策事業補助金交付請求書（ 様式第 8 号） を市長に提出し なければなら ない。  

２  市長は、 前項の請求があっ たと き は、 補助対象者に対し て、 速やかに補助金を 交付するも

のと する。  

 

（ 維持管理等）  

第 12 条 補助対象者は、 事業完了後においても 、 当該補助金の交付の目的が達成さ れるよう 、

維持管理等に努めなければなら ない。  

 

（ 交付決定の取消し 等）  

第 13 条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると き は、補助金の交付決定を取

り 消すこ と ができ る。  

（ １ ） 申請書その他の提出書類の内容に偽り があっ たと き 。  

（ ２ ） 前号に掲げるも ののほか、 市長が補助金の交付を 不適当と 認めたと き 。  



（ ３ ） 第９ 条に基づく 届出書の提出があっ たと き 。  

２  市長は、 前項第１ 号又は第２ 号の規定により 交付決定を 取り 消し たと き は、 補助対象者に

対し 、 宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金交付決定取消通知書（ 様式第 9 号） により 通

知するも のと する。  

３  市長は、 第２ 項の規定による取り 消し に関し 、 既に補助金が交付さ れていると き は、 補助

対象者に対し 、 宇部市ブロッ ク 塀等安全対策事業補助金返還命令書（ 様式第 10 号） により 、

補助金の返還を命ずるも のと する。  

 

（ その他）  

第 14 条 こ の要綱に定めるも ののほか必要な事項は、 市長が別に定める。  

 

附 則 

こ の要綱は、 平成３ １ 年（ ２ ０ １ ９ 年） ４ 月１ 日から 施行する。  

こ の要綱は、 令和２ 年（ ２ ０ ２ ０ 年） ４ 月１ 日から 施行する。  

こ の要綱は、 令和３ 年（ ２ ０ ２ １ 年） ４ 月１ 日から 施行する。  

こ の要綱は、 令和５ 年（ ２ ０ ２ ３ 年） ４ 月１ 日から 施行する。  

こ の要綱は、 令和５ 年（ ２ ０ ２ ３ 年） ５ 月１ 日から 施行する。  

 

別表１ （ 第２ 条第１ 項第４ 号関係）  

 推奨生け垣は、 フ ェ ンスにつる性バラ を 絡ませた生け垣と し 、 次の各号のいずれにも 該当

するも のと する。  

（ １ ） フ ェ ンスの高さ は、 １ ｍ程度と するこ と 。  

（ ２ ） フ ェ ンスは、 安全な構造と するこ と 。  

（ ３ ） 樹種は、 宇部小町、 モッ コ ウバラ 等のつる性バラ であるこ と 。  

（ ４ ） 植栽の間隔は、 原則と し て、 延長１ ｍにつき １ 本以上植栽するこ と 。  

 

別表２ （ 第２ 条第１ 項第５ 号関係）  

 危険性のあるブロッ ク 塀等は、 次に掲げる種類に応じ 、 当該各号のう ち１ つ以上適合し な

い項目があるブロッ ク 塀等と する。  

【 補強コ ンク リ ート ブロッ ク 造の塀の場合】  

（ １ ） 塀の高さ が地盤面から ２ ． ２ ｍ以下である。  

（ ２ ） 塀の厚さ は１ ０ ｃ ｍ以上（ 塀の高さ が２ ｍ超２ ． ２ ｍ以下の場合は１ ５ ｃ ｍ以上） で

ある。  

（ ３ ） 塀の長さ ３ ． ４ ｍ以下ごと に、 塀の高さ の５ 分の１ 以上突出し た控え壁がある。  

（ ４ ） コ ンク リ ート の基礎がある。（ 塀の高さ が１ ． ２ ｍ以上の場合は根入れ深さ が 

   ３ ０ ｃ ｍ以上）  

（ ５ ） 塀に傾き 、 ひび割れがない。  

（ ６ ） 壁内に直径９ ｍｍ以上の鉄筋が、 縦横と も ８ ０ ｃ ｍ間隔以下で入っ ており 、 縦筋は壁

頂部および基礎の横筋に、 横筋は縦筋にそれぞれかぎ掛けさ れている。  

【 組積造の塀の場合】  

（ １ ） 塀の高さ が地盤面から １ ． ２ ｍ以下である。  

（ ２ ） 各部分の塀の厚さ がその部分から 壁頂までの垂直距離の１ ０ 分の１ 以上である。  

（ ３ ） 塀の長さ ４ ｍ以下ごと に、 塀の厚さ の１ ． ５ 倍以上突出し た控え壁がある。  

（ ４ ） 根入れ深さ が２ ０ ｃ ｍ以上の基礎がある。  

（ ５ ） 塀に傾き 、 ひび割れがない。  

 


